




























































































Vs2 に非凍上性材料が分布することを明らかにした。  
 III
3)自然含水比（ω n）と最適含水比（ω opt）の関係より非凍上性火山灰土はω n≒ω opt，
凍上性はω n＞ω opt の関係になることを明らかにし，自然含水比と最適含水比の関
係を用いることにより凍上性の分類が可能であることを示した。  
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第 1 章 序論
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の 128km の除雪から始まり，僅か 5 年後の昭和 25 年には，冬期交通可能な道路延長



















瀬在ら 6)は，高速道路で生じた凍上箇所の 9 割が切土に集中しており，盛土で生じ
た箇所の約半数は 3m 以下の低盛土で被害が集中していることを報告している。この
ような調査から，現在一律に設計されている置換工法に対して現場条件を加味した置

































として古くから人々に知られていた。しかし，土質工学が 18 世紀の Coulomb の土圧
論に始まり，Terzaghi(1925)によって近代土質工学として体系付けられたことを考える
と，凍上研究の歴史はそれほど古くはない。初めて凍上を理論的観点から述べられた







示した凍上速度の判定を元に Kaplar18)は各種の土質と凍上性の関係を取りまとめた。  
凍上性と粒径の関係などが明らかにされる一方で，凍上研究の当初から精力的に最
大凍上力の研究がされるようになり，この過程で Everett と Haynes19)によって凍上機
構の説明に毛管力が使われるようになった。しかし，その後に毛管力理論で得られる

















1-2-2  凍上量予測 
凍上機構が物理的モデルとして完成に至っていないながらも，幾つかの工学的な凍

















 ・・・・・・・・・・（1-1）  
 
ここに，ζ：凍結膨張率，σ：凍結面に作用する有効応力，Ｕ：凍結進行速度  







凍土圧の予測に広く用いられており，LNG 地下式貯槽指針 28)にも採用されている。  
他の凍上予測理論としては，Konrad と Morgenstern による SP(Segregation Potential)




TgradSPV  00 ・・・・・・・・・・（1-2）  






















と凍上試験によって直接的に評価する 2 種類の方法がある。  

















上試験方法を示した。この試験方法は現在も利用されており，道路土工 -排水工指針 -36) 
や北海道開発局，日本道路公団 39)で仕様書などに記載されている。また，日本道路公













名なものに Kersten や Johansen の実験式がある。Kersten43)は 19 種類の土と砕石の実
験から含水比と乾燥密度の関数として凍土と未凍土の熱伝導率を求める式を提案した。
また Johansen44)は，飽和度，間隙比，石英含有量などから熱伝導率を求める実験式を
導いた。Faraouki45)によると Johansen の式は，0.1 以上の飽和度で土質や凍結条件に関
わらず良い結果を示すとされ，Kersten の式は飽和度が低い細粒土や石英量の異なる粗
粒土には適合しないとされている。  













































がされている 65),66) ,67) ,68),69) ,70),71) ,72),73)。その多くは，室内試験によってセメントや石
灰による安定処理の凍上抑制効果を確認した内容であり，原位置での研究報告はそれ
ほど多く存在しない。Fukuda61) は，セメント安定処理土について室内および屋外での
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第 2 章 凍上現象と凍上対策工法の現状 
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水分移動  熱移動  










   




























舗装体のような多層地盤の凍結深さ推定には，一般に修正 Berggren 式 (Aldrich 式 ) 5)






λλ 172800= ・・・・・・・・（2-1）  
 
ここに，Z：凍結深さ (m)，F：凍結指数（℃･days），λ：凍結時と未凍結時の平均
熱伝導率，L w：凍結潜熱（J/m 3），λ c：融解パラメータと熱比で表される係数  
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熱 容 量：Cu 
温度拡散率：ku＝λu／Cu 
図－2－2 修正 Berggren 式における地中温度の模式図 
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1.地盤は半無限等質でその初期温度は一様 T 0 である。  












172800=  ・・・・・・・（2-2）  
 









































ndddX ⋅⋅⋅++= 21 ：予想凍結深さ (cm) 
    nd ：各層の層圧 (m) 
    nλ ：各層の熱伝導率 (W/m･K) 
    nL ：各層の凍結潜熱 (J/m 3 ) 
    ( )τµλ ,fc = ：補正係数  
    tLFC wtwt ⋅⋅= /µ ：融解パラメータ  
    ( ) XdCdCdCC nnwt /2211 +⋅⋅⋅++= ：加重平均による熱容量 (J/m 3･K) 
    ( ) XdLdLdLL nnwt /2211 +⋅⋅⋅++= ：加重平均による凍結潜熱 (J/m 3 ) 
 









tC ⋅= 3τ ・・・・・・・・（2-3）  
 
ここに， 夏期平均気温，任意の凍結期間の熱比 :: 3Ciτ  
 20 
における凍結指数任意の凍結期間， iii tFt ::  
 








とされている。凍結が生じなくなる限界積雪深に関して，東 11) は 15cm，福田 12) は
20cm を提唱している。土谷 13) は限界積雪深 20cm を採用し，次式で積雪下の凍結深
さを実測値と比較した。  
 
20FZsnow α= ・・・・・・・・（2-4）  





雪地帯では 2.1 程度とし，十勝地方の平均値としては，1.8 程度であったことを述べ
ている。なお，この推定式による，実測値との比較は良い相関関係にある。さらに，
福田 12) は F 20 の扱いとして，20cm 積雪までの積算寒度にその後の 7 日分の積算寒度
を加える方法を提案している。  
圧雪路面における凍結深さについては，Takeichi 14) らによって推定法が提案されて
いる。この方法は，まず圧雪路面の密度を実測から 0.5～0.55(g/cm 3 )に定め，表－2
     
表－2－1 圧雪の熱定数 14) 
     
圧雪密度  
(g/cm 3 ) 





(cal/cm 3･℃ ) 
凍結潜熱Ｌ  
(cal/cm 3 ) 
0.50 0.255 0.00138 0.113 39.75 
0.55 0.250 0.00170 0.138 43.70 
     
     





この例として，図－2－3 に圧雪厚さが 20cm，圧雪密度が 0.55(g/cm 3 )の場合を示した。
任意の積算寒度から積雪が継続したとして（図では最も早い段階から積雪がある場合
の例である），その時点の積算寒度 F snow に対応する積雪が無い場合の A 曲線の凍結深
さ Z 1 から積雪があった場合の B 曲線を合成する。この合成曲線（C 曲線）から，最
大の積算寒度（F max ）の凍結深さ（Z snow ）が求められる。  
 
2-3 凍上対策工法 



















































































































































 ①現状土を利用するため，掘削残土が発生しない。  
 25 
 ②細粒土を安定処理した場合，凍結深さが浅くなる。  






 ①置換工法との比較による経済性。  
 ②経年変化による劣化（長期安定性）。  




































   
表－2－2 石灰安定処理の反応と効果 
   






















   
   























 生石灰（CaO）が土中の水分と結合して消石灰（Ca(OH) 2 ）を生成する反応である。  
 
CaO+H 2 O → Ca(OH) 2 +15.6kcal/mol ・・・・・・・（2-5）  
 







模式的に示せば図－2－8 のようになる。  
 
 
土粒子 生石灰 土中水 
土粒子 消石灰 土中水 




















ドアルミナ（Al 2 O 3 ）が溶出し，石灰と反応して複雑な化合物を形成する。反応生成
物としては，珪酸カルシウム水和物（CaO-SiO 2 -H 2 O）やアルミン酸カルシウム水和
物 （ CaO-Al 2 O 3 -SiO 2 -H 2 O ）， 珪 酸 カ ル シ ウ ム ア ル ミ ネ ー ト 水 和 物





スと反応して炭酸カルシウム（CaCO 3 ）を生成する反応である。  
 




ムアルミネートカーボネートハイドレート（ 3CaO･Al 2 O 3 ･CaCO 3 ･12H 2 O， 3CaO･
Al 2 O 3 ･3CaCO 3 ･32H 2 O）を生成する。また，SiO 2 と Al 2 O 3 の双方を持つゲーレナイ













       
表－2－3 主な粘土鉱物の性状と石灰との反応性 21) 


















ｱﾛﾌｪﾝ 1～ 2SiO 2 ･Al 2 O 3 ・ 5H 2 O  非晶質，球状  20～ 40 ◎  C 2 ASH 8 ， C 4 AH 1 3 ，
C 3 A･CaCO 3 H 11 ， CSH 
ｶｵﾘﾅｲﾄ Al 2 (Si 2 O 5 )(OH) 4 2 三斜，六角板状  3～ 15 ◎  CSH，C 4 AH 1 3 ，C 2 ASH 8 
加水ﾊﾛｲｻ
ｲﾄ  
Al 2 (Si 2 O 5 )(OH) 4 ･2H 2 O 2 単斜，棒状，球状  40～ 50 
10～ 40 
◎  CSH，C 4 AH 1 3 ，C 2 ASH 8 
ﾒﾀﾊﾛｲｻｲﾄ Al 2 (Si 2 O 5 )(OH) 4 2 単斜，棒状，球状  5～ 10 ◎  CSH，C 4 AH 1 3 ，C 2 ASH 8 
ﾅﾄﾘｳﾑ･ﾓﾝ
ﾓﾘﾛﾅｲﾄ 
(Al 1 . 6 7 Mg 0. 33 )Si 4 O 1 0 (OH
) 2 ｎH 2 O･Na 0. 3 3  
3 単斜，無定形，薄板状  80～
150 
◎  CSH，C 4 AH 1 3 
ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ  3 単斜，無定形，薄板状  80～
150 
◎  CSH，C 4 AH 1 3 
ﾊﾞｰﾐｷｭﾗｲ
ﾄ  
(Mg,Fe) 3 (Al,Si) 4 O 1 0 (OH)
2 ･4H 2 O 
3 単斜，板状，葉片状  100～
150 
△  Ca 固定  
ｲﾗｲﾄ K 1 - 0 . 5 (Al,Fe,Fe,Mg) 2 ･
(Si,Al) 4 O 1 0 (OH) 2 ･H 2 O 
3 単斜，板状  20～ 30 △  CSH 
ｾﾘｻｲﾄ K 1 - 0 . 5 (Al,Fe,Fe,Mg) 2 ･
(Si,Al) 4 O 1 0 (OH) 2 ･nH 2 O 
3 単斜，六角板状  微小  △  CSH 
ｸﾛﾗｲﾄ  3+1 単斜または斜方，板状  10～ 40 ×   
ﾊﾟｲﾛﾌｨﾗｲ
ﾄ  
Al 2 (Si 4 ･O 10 )(OH) 2 3 単斜，葉片状  0 ×   
◎：反応性大，△：反応性中，×：反応性なし       C：CaO，A：Al 2 O 3 ， S： SiO 2 ，H：H 2 O   
       
       
       
  
表－2－4 石灰安定処理に影響を及ぼす因子 22) 
  











































凍上研究の初期から，Beskow 23) や Casagrande 24)  らによって粒径と凍上性の関係は，




ある。Casagrande 24)  は，シルト粒径が最も強い凍上性を示す理由に，粒径によって反
比例する透水性と凍上有効力（毛管力や吸着力）の関係を用い，両者が交わる粒径と
してシルトを示した。Casagrande の研究を基にして Kaplar 25) は各種の土質と凍上性
の関係を取りまとめている。図－2－9 は Kaplar 25)  が示した土質と凍上性の関係であ
る。この他にも粒度やコンシステンシー限界などを利用した凍上性判定手法が，各国
に存在するが，基本的な考え方が等しいためそれらに大きな違いはない。国際土質工
学会（ ISMFE）の TC8 26) は，土質からの凍上性判定法として，以下のような方法を提
案している。  
 







27575 ×= ・・・・・・・（2-7）  
 
     
表－2－6 均質な土の凍上性判定法  
     












































ｚ＜1m；U c ＞ 20 
ｚ＜1.5m；U c ＜ 20 
 
 



























 U c ：均等係数，ｚ：設計凍結深さから地下水位までの距離  
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 また，フィンランド道路局 26) では粒径加積曲線からの凍上性判定を提案している
（図－2－10）。同図の領域 4 と 3 は非凍上性であり，領域 2 は毛管上昇高さが 1m 以
下であれば非凍上性，領域 1 は凍上性である。領域 1L は透水係数が小さくなるため
凍上性は小さいと判定される。  
 国内では，道路土工－排水工指針－ 27) に凍上を起こさない材料として以下のような
規定がある。  
 
 ①砂：0.075mm ふるいを通過するものが全試料の 6％以下となるもの。  
 ②切込砂利：全試料について 0.075mm ふるいを通過する量が 4.75mm ふるいを通
      
表－2－5 土質による凍上性の判定法  
      
凍上性  土質名  I p ，ω L 毛管上昇
高さ (m) 
液性指数  細粒比 R f 
無  GW，GP，SW，SP I p ＜ 1 ＜1 ≦0 ＜2.5 
小  CH I p ＞ 7；ω L ＞ 35 1.0～ 1.5 ＜0.25 2.5～ 5 
中  CL（A 線以上）  
OH，MH（A 線以下）  
I p ≧ 7；ω L ＝ 35～50 
I p ≧ 7；ω L ＞ 50 
1.5～ 2.0 0.25～ 0.50 5～ 10 
 
大  
CL（A 線以上）  
ML（A 線以下）  
OL（A 線以下）  
I p ≧ 7；ω L ＜ 35 
I p ≦ 4；ω L ＜ 50 







      
      



















1 2 3 4
図－2－10 粒度組成による凍上性判定 26) 
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過する量に対して 9％以下となるもの。  
 ③切込砕石：全試料について 0.075mm ふるいを通過する量が 4.75mm ふるいを通
過する量に対して 15％以下となるもの。  
④火山灰（火山礫を含む）：凍上試験に合格したもの。ただし，凍上試験結果の判





























どの問題もある 32)。  
 
2-4-2a 日本道路公団法（φ15 法） 33) 
 日本道路公団では，土の凍上試験として CBR モールドと同寸法のアクリルモール
ドを用いた凍上試験を提案している (図－2－13)。この方法は，融解後の CBR を求め
られることが特徴であり，日本道路公団では融解後の CBR として 10 以上の値を規定
      
表－2－7 凍上試験後に観察される凍結様式  
      
番号  1 2 3 4 5 





微細霜降状凍結  霜降状凍結  霜柱状凍結  
形状   
 
 















      
      
      
      
表－2－8 凍上性判定法（φ8 法，φ15 法）  
     
番号  凍結様式  凍上率（φ 8 法）  凍上率（φ 15 法） 判定  
1 コンクリート状凍結  
（氷粒散在を含む）  
20％未満  5％未満  合  格  
20％以上  5％以上  要注意  
2 部分的な極微細霜降状凍結を
含むコンクリート状凍結  
20％未満  5％未満  要注意  








不合格  4 
5 
     
     















と供試体の間にはテフロンシートを介している。試験装置を図－2－14 に示す。  







図－2－14 本研究で用いた凍上試験装置  
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強熱減量 4％以下で細粒分含有率 20％以下の火山灰土が難凍上性を示すとされた 4)。



























非 凍 上 性 判 定
 
凍上性境界線  
図－3－2 小山らによる細粒分含有率，強熱減量と凍上性の関係 4) 
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水性が良好で， 0.074mm ふるいの通過 量が
20％以下で強熱減量が 4％以下のもの。 しか
も，凍上試験によって凍上を起こしにくい材料































 実験に用いた試料は，道内広域から採取した粗粒火山灰土 40 試料である。図－3－
3 に試料の採取位置を示す。図中の●は，試料の採取位置であり，同一の採取位置に





判定することは難しい。しかし，噴出形態を示す fa(降下火砕堆積物  Pyroclastic fall 
deposits 以下，降下火山灰土と称す )および fl(火砕流堆積物 Pyroclastic flow deposits
以下，流下火山灰土と称す )で両者を比べると，降下物である火山灰（ fa 記号が付く




試料）が砂質土であり，このうち 71％（35 試料中 25 試料）が SV（火山灰砂）に分
類される。さらに，土質分類名を降下型と流下型の噴出形態で分けると，最も出現頻
度が高い SV の全てが流下火山灰土になっている（図－3－6）。降下火山灰土は，広域











































粒度組成  締固め特性  地山  
密度  
ρ d 











ρ d max  
(g/cm 3 ) 
ω o p t  
(%) 
恵庭①  -- - -  Vs 1 SVG  48.4 2.650 3.5 15 68 17 1.114 45.8 ----  ×  
恵庭①  -- - -  Vs 1 SVG  51.4 2.600 3.3 22 53 25 1.082 48.3 ----  ×  
美々①  -- - -  Vs 1 S-VG  15.3 2.789 1.6 11 84 5 1.398 27.3 ----  ○  
美々①  -- - -  Vs 3 SVG  103.8 2.582 11.2 35 37 28 0.778 58.4 ----  ×  
美々①  -- - -  Vs 4 GPS  123.0 2.521 4.1 70 26 4 0.518 79.9 ----  ×  
美々①  -- - -  Vs 3 SV-G  76.0 2.686 6.9 7 44 49 0.978 53.8 ----  ×  
美々①  -- - -  Vs 1 SPG  39.3 2.774 2.4 45 54 1 0.986 61.3 ----  ×  
美々①  -- - -  Vs 2 SV  54.2 2.504 6.2 4 53 43 1.061 50.7 ----  ×  
美々①  -- - -  Vs 2 SV-G  45.1 2.402 4.6 13 55 32 0.878 58.9 ----  △  
美々①  -- - -  Vs 2 SV-G  39.0 2.293 2.7 8 53 39 0.943 52.3 ----  ○  
美々①  -- - -  Vs 2 GPS  57.0 1.944 3.0 63 33 4 0.695 68.2 ----  ○  
中標津①  -- - -  Vs 4 SVG  102.1 2.471 4.7 38 46 16 0.855 43.0 ----  ×  
池田①  -- - -  Vs 2 S-V  13.8 2.513 3.2 2 86 12 1.145 37.1 ----  ○  
旭山①  -- - -  Vs 2 SVG  18.0 2.432 2.1 16 60 24 1.330 25.8 ----  ○  
高砂台①  -- - -  Vs 2 SV-G  19.9 2.430 2.3 6 79 15 1.220 26.6 ----  ○  
森①  -- - -  Vs 1 SPG  14.3 2.749 1.0 15 81 4 1.455 19.5 ----  △  
美々 1②  Spfl  Vs 2 SV-G  45.5 2.493 3.7 14 70 16 0.923 53.0 0.731 △  
美々 2②  Spfl  Vs 1 SV  59.1 2.753 5.7 1 81 18 1.085 48.0 0.836 ×  
美々 3②  Enfa Vs 1 SPG  45.5 2.847 2.3 49 50 1 1.025 42.5 0.873 ○  
美々 4②  Enfa Vs 3 SG-V  80 2.780 6.8 20 74 6 0.993 54.0 0.720 ×  
美々 5②  Tafa Vs 4 GP-S  156.7 2.535 8.5 86 12 2 0.459 140.0 0.312 △  
美々 6②  Tafa Vs 1 SP-G  18.5 2.782 2.6 10 87 3 1.357 28.5 1.223 △  
美々 7②  Spfl  Vs 2 SV-G  35.1 2.370 3.1 7 64 29 0.915 55.5 0.858 ○  
美々 8②  Tafa Vs 4 GPS  75.8 2.148 4.2 63 35 2 0.590 83.5 0.553 ○  
美々 9②  Enfa Vs 2 GPS  54.4 2.041 3.6 67 31 2 0.532 66.0 0.548 ○  
洞爺②  Tofl  Vs 2 SVG  33.9 2.336 2.6 27 53 20 1.151 37.5 1.066 ○  
洞爺②  Tofl  Vs 1 SVG  24.9 2.609 4.2 17 61 22 1.212 33.0 1.002 △  
洞爺②  Tofl  Vs 1 SVG  40.7 2.650 5.6 22 61 17 1.442 26.0 0.980 ×  
駒ケ岳 1②  Kofa Vs 1 SPG  38.3 2.551 0.5 45 54 1 1.165 36.5 0.876 ○  
駒ケ岳 2②  Kofa Vs 1 SPG  12.8 2.720 0.5 19 80 1 1.340 26.5 1.340 ○  
駒ケ岳 3②  Kofa Vs 1 SPG  15.4 2.831 0.7 21 70 1 1.415 24.0 1.328 ○  
喜茂別②  Spfl  Vs 1 SV-G  17.6 2.766 1.6 11 74 15 1.638 19.5 1.298 △  
高砂台②  Tokfl  Vs 2 S-VG  20.6 2.412 2.6 8 78 14 1.185 34.5 1.141 ○  
美幌②  Kcfl  Vs 2 SV-G  29.1 2.424 2.7 11 59 30 1.180 34.0 1.118 ○  
美幌②  Kcfl  Vs 2 SV-G  55.3 2.506 6.0 6 56 38 0.980 47.0 0.948 ×  
鶴居 1②  Mafa Vs 3 SG-V  68.9 2.578 3.3 42 50 8 0.887 59.0 0.717 △  
鶴居 2②  Mafl  Vs 2 SV  32.4 2.419 2.9 3 52 45 1.120 39.0 1.025 △  
上 富 良 野②  Tokfl  Vs 2 SV-G  22.3 2.458 1.9 13 71 16 1.310 29.5 1.307 ○  
上 富 良 野②  Tokfl  Vs 1 SV-G  28.5 2.554 3.2 13 70 17 1.301 28.1 1.058 △  
美瑛②  Tokfl  Vs 2 SV-G  19.7 2.354 2.3 12 68 20 1.240 31.0 1.140 ○  























テ フ ラ の
















     EPMA,XRF,AA,ICP,INAA) 
その他 （特定鉱物の格子定数値，火山ガラスの Sr 同位体比など） 
図－3－4 テフラ（火山灰）の同定法 6) 
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は非晶質物質量と強く関係しており，自然含水比 70％を境界として CBR などの強度
特性も異なることを示している。アロフェンに代表されるような非晶質物質は，多量
の非自由水を内包しており，関東ロームについても自然含水比とアロフェン量には，
以下の関係が成り立つとされている 10)。  
 
ω n ＝  0.83A p  + 57.3(%) ・・・・・・・・・・（3-1）  








図－3－7 の結果から，本試料は自然含水比が 50％以下の Vs1 や Vs2 に分類される
土工上も扱い易い火山灰土が多くを占めている。このような傾向は，文献 3）に示さ
れた分類例と比較しても同様であり，北海道に分布する粗粒火山灰土の特徴といえる。 

























































 凍上試験は，第 2 章 2-4-2c で述べた方法によって行った。供試体は，第 1 期試料（表
－3－2 ①）について締固め曲線上の自然含水比に対応する密度で，第 2 期試料につ
いては最適含水比－最大乾燥密度になるよう両条件共にジャッキにより静的に締固め









































小山ら（1965）非 凍 上 性 材 料


















ある。この図から，Vs1 と Vs2 に非凍上性材料が多く存在していることが判る。また，
Vs1，Vs2 で両者を比較すると，土粒子密度が小さいほど非凍上性の火山灰土が多く
なる傾向にある。しかし，土粒子の密度が極端に小さなものは（ρ s ＜2.3 程度），非
凍上性である反面，ρ s ＝2.5 を超えるような火山灰土は，凍上性・非凍上性が混在し


































て図－3－9 の境界値を整理すると概ね以下のようになる。  
 
①  ω n ＜40％はすべて非凍上性である。（Vs1 および Vs2）  
②  ω n ＞80％はすべて凍上性である。（Vs3 および Vs4）  


















































































ω n  ≦  ω opt  非凍上性の火山灰土  ・・・・・・・・・（3-2）  

























































































ρ s＝ 2.618(g/cm3) 
ρ s＝ 2.589(g/cm3) 
ρ s＝ 2.439(g/cm3) 

















凍上率 20％未満の火山灰土（非凍上性火山灰土）  
e ρ dmax  ＝  0.026ω n  + 0.480 ・・・・・・・（3-4）  
凍上率 20％以上の火山灰土（凍上性火山灰土）  



































eρdmax ＝ 0.026ωn + 0.480
ｒ ＝0.947
凍上率20％以上の火山灰土
eρdmax ＝ 0.023ωn + 0.208
ｒ ＝0.830


































































凍上率 20％未満の火山灰土（非凍上性火山灰土）  
ρ dmax  ＜  1.2ρ d  ・・・・・・・・・・・・・（3-6）  
凍上率 20％以上の火山灰土（凍上性火山灰土）  















































比 (ω n )と最適含水比と自然含水比の比 (ω n ／ω opt )の関係により，凍上性に応じた 4
つの分類を行っている。分類案は，領域ごとの凍上性と境界値として，  
 
 領域Ⅰ：非凍上性火山灰土  
     ω n ＜40％  
  
領域Ⅱ：非凍上性火山灰土  
     40％＜ωn＜80％ かつ ω n ／ω opt  ＜1 
  
領域Ⅲ：凍上性火山灰土  
40％＜ωn＜80％ かつ ω n ／ω opt  ＞1 
  
領域Ⅳ：凍上性火山灰土  

























と Vs2 に非凍上性材料が分布することが判った。また Vs1 と Vs2 で比べると，
土粒子の密度が小さい Vs2 に非凍上性の火山灰土が多くなる傾向が見られた。  
4）自然含水比は簡易に凍上性を評価可能であり，自然含水比（ω n ）が 40％以下の
ものには，凍上性の火山灰土は存在しないことが確認された。また，ω n が 40～
80％の範囲には，凍上性と非凍上性が混在していた。  
5）自然含水比と最適含水比（ω opt ）の関係より，両含水比の関係における 1：1 の







































破砕は密度に与える影響が大きいことが報告されている。また，三浦ら 16) ,17) ,18) ,19) ,20)
による道内火山灰を扱った一連の研究によって，粒子破砕による細粒分の増加が力学
的特性に影響を与えることが報告されている。さらに道内火山灰土に限らず，同じ火













用いた試料は，表－3－2 に示した試料の中で礫粒径の含有率が多い 7 種類の降下火
山灰土である。対象とした火山灰土は，樽前系 2 種類，恵庭系 1 種類，駒ヶ岳系 3 種
類，摩周系 1 種類である。凍結･融解による影響は，試料に凍結･融解履歴を与えたと
きの粒度組成の変化から調べ，凍結･融解履歴のみ (締固め無 )と凍結･融解後に締固め
を行った (締固め有 )2 つのパターンで粒度試験を行った。締固めは，地盤工学会基準
の A 法（10cm モールド，3 層，25 回）とした。なお，凍結･融解の方法は，最適含水
比に調整した試料を水分蒸発が起きないよう密封し， -6℃で 24 時間凍結させ，常温
で 24 時間の融解を１サイクルとし，最大で 5 サイクルまで行った。また，火山灰土




 図－3－20 は，全試験パターンでの粒度組成の変化を Vs 分類毎に示したものである。
Vs1 の 3 試料（駒ケ岳 1，2，3）は，締固めや凍結・融解による粒度変化が微小であ









石井 27) は複数の粒子破砕指標の物理的意義について調べ，独自の手法として Marsal
の修正破砕率 B M *を提案している。Marsal の修正破砕率は，細粒化した粒子体積と総


















 図－3－23 および図－3－24 は，凍結・融解サイクルを与えた試料を締固めた時に生







































































































































































































































































































山灰土の破砕性を概略的に把握する方法は，図－3－7 の Vs 分類でも軸上に記載され
ており，自然含水比が高く，土粒子の密度が小さなものほど破砕性が強いことが記さ
れている。ただし，これらを裏付けるような実験結果は乏しく，経験的な指標である。















































































本結果を Vs 分類との関係で整理すると，  
  Vs1：自然含水比が低く，土粒子の密度が大きい。破砕性 小  
  Vs2：自然含水比が低く，土粒子の密度が小さい。破砕性 大もしくは中  
  Vs3：自然含水比が高く，土粒子の密度が大きい。破砕性 中もしくは大  
  Vs4：自然含水比が高く，土粒子の密度が小さい。破砕性 大  
 
以上のように概略的な関係であるが，粗粒火山灰土の破砕の程度を把握する上では，




















2 2.2 2.4 2.6 2.8 3
土粒子の密度 ρs (g/cm
3)
図－3－25 自然含水比，土粒子の密度と締固めによる Marsal の破砕率の関係 
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3-3-4 まとめ 



















5) 粗粒火山灰土の破砕性を Vs 分類で評価すると，Vs1 が最も破砕性が小さく，対
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試料は凍上性を示す 3 種類（試料 A，B，C）の土であり，その粒径加積曲線を図－4－1
に，物理的諸元を表－4－1 に示す。  
土質改良材は石灰と二次添加剤として微粉末高炉スラグ（以下，スラグと称す）を使用
した。改良には石灰とスラグを混合し，その混合割合は石灰：スラグ＝100：0（Ｌ100 と
称す），75：25（Ｌ75），  50：  50（Ｌ50），25:75（Ｌ25）の４種とした。ただし，Ｂ試
料のＬ25 やＣ試料の無添加などの供試体が自立しないものについては行っていない。また，
Ｃ試料は石灰（Ｌ100）のみの試験である。改良材の添加率は土の乾燥重量に対して 3～
7%で，Ｌ100 については 10％の添加率まで行っている。  
 試験含水比は自然含水比を基本とし，自然含水比が最適含水比とほぼ等しいＡ試料につ
いてのみ自然含水比の湿潤側への変動を想定して自然含水比＋5%(以下，調整含水比（ω x）








土粒子の密度   (g/cm3) 2.606 2.710 2.650 2.601 
自然含水比   (%) 17.3 26.8 30.0 －  
塑性指数  NP NP 26.0 27.1 
最適含水比   (%) 16.3 19.1 15.9 26.8 
最大乾燥密度  (g/cm3) 1.674 1.708 1.814 1.587 




































一軸圧縮試験は径 10cm のモールドを使用し，4.5kg ランマー，落下高 45cm，3 層，各
層 42 回で突固めて供試体を作製した。この締固めエネルギーは，地盤工学会基準（JGF T 
711）のＣ法とほぼ等しい。養生日数は 3 パターンで，６日，13 日，27 日間を 20℃の恒
温室で水分蒸発が生じないように養生を行い，１日水浸の後に試験を実施した。凍上試験
は標準化されておらず，わが国においても各機関により様々な凍上試験方法が提案されて
いる 10)。本節では凍上試験を日本道路公団 11)（2 章 2-4-2ｂ）の方法に基づいて行い，
供試体は JGF T 711 のＥ法（締固めエネルギーはＣ法と同じ）により突固めて作製した。









4.5kg ﾗﾝﾏｰ，落下高 45cm，3 層 42 回  
CBR･凍上試験：  
φ=15cm，h=12.5cm 











改良材  消石灰  + ｽﾗｸﾞ 生石灰  + ｽﾗｸﾞ 生石灰  + ｽﾗｸﾞ 生石灰  
添加率範囲  (%) 0 →  7 0 →  10 0 →  10 3 →  10 
供試体含水比  (%) 17 →  15 22 →  16 27 →  20 28 →  22 
供試体乾燥密度  (g/cm3) 1.67 →  1.57 1.58 →  1.66 1.53 →  1.63 1.41 →  1.56 
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図－4－3  A 試料の養生日数と一軸圧縮強度の関係（自然含水比条件） 
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るものと予測される。しかし，Ｌ100 について養生日数 7 日で石灰添加率を 10％まで増加
させ試験を行ったが，一軸圧縮強度は増加せず，逆に減少傾向を示した。一般に石灰量と
強度の関係は比例関係ではなく，ある量以上に添加率を増加させると強度は一定または減
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の差と一軸圧縮強度の関係を図－4－10，図－4－11 に示す。このω－ω opt は，改良材添加
後の含水比の最適含水比に対する相対的な位置を示すものであり，プラス側が最適含水比
よりも湿潤側にあることを意味し，マイナス側が乾燥側にあることを示している。両試料
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図－4－14  B 試料の石灰添加率 

























図－4－15  C 試料の石灰添加率 













つぎに，Ｃ試料の試験開始 6 日目までの代表的な時間～凍上量の関係を図－4－16 に示













































































































































































































土の pF 特性とは，任意の pF 値に対応するエネルギーを与えたときの含水比と pF 値の
関係によって得られる水分特性曲線によって評価される。  
図－4－19 は典型的な砂と粘土の水分特性曲線の例である。大部分の砂質土が非凍上性
を示すことは，図のように低 pF 域での水分量が多く，高 pF 域での水分量すなわち吸着力
で保持されるような水分（不凍水）が少ないことが大きな理由である。  































試料 D で最適含水比，最大乾燥密度の 95％に対応する密度，試料 B では自然含水比，地
盤工学会基準のＣ法による締固め曲線の自然含水比に対応する密度とした。  
本研究では，ポゾラン反応等による固化効果（粒子間結合力の増加）が凍上抑制に与え


















を 24 時間とした。通常の脱水試験は，低 pF 域の試験から始まり段階的に pF 値を上昇さ
せながら同一供試体で計測が行われる。しかし，安定処理土の場合は pF 試験期間中も養
 
表－4－3 試験条件一覧  
試験条件  試料 D： 試験含水比：最適含水比   供試体乾燥密度：1.59 g/cm 3   改良材：生石灰  
試験項目  試験方法  供試体径  締固め方法  添加率 (%) 養生日数  養生方法  




φ  5cm，H 2.5cm 
静的締固め  0,3,5,10 0,7,14,28 締固め養生  
混合養生  
凍上試験  開式凍上試験  φ8cm，H 7cm 同上  同上  同上  同上  
試験条件  試料 B： 試験含水比：自然含水比   供試体乾燥密度：1.55 g/cm 3   改良材：生石灰  
試験項目  試験方法  供試体径  締固め方法  添加率 (%) 養生日数  養生方法  
透水試験  変水位法  10cm モールド  2.5kg ﾗﾝﾏｰ 0,3,5,7,10 最大 30 日  締固め養生  




φ  5cm，H 2.5cm 























       
       




透水試験は変水位法(JGF T 311)で行い，透水係数の測定は供試体作製直後から 24 時間
間隔で最大 30 日まで連続に測定した。凍上試験は第 2 章 2-4-2c に示したような開式凍上
















































































































4-3-4-3 pF 特性と凍上性 
通常，pF 試験の結果は図－4－19 に示したような水分特性曲線で表される。しかし，こ





4-3-4-3a 早期段階の反応による pF 特性の変化 
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図－4－23  養生日数と透水係数の関係（試料 B） 
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 図－4－25 は養生日数を変化させた締固め養生供試体の水分分布曲線である（試料 D）。
図－4－24 の 0 日養生からの変化から，日数の延長により石灰混合時に一旦減少した毛管
力が再び増加する傾向がみられる。また，締固め養生では養生日数によって毛管力の分布
（曲線のピークに対応する pF 値と変化率）に違いが生じている。毛管力の分布は，7 日
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     分布曲線（試料 D） 
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       分布曲線（試料 D） 
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4-3-4-4c 試料の違いによる影響 
図－4－27 は試料 B の水分分布曲線である（締固め養生）。試料 B についても試料 D と
同様に，石灰混合によって毛管力の減少がみられ，養生日数によって曲線の形状が変化し
ている。試料 B は，養生日数による毛管力の変化が少ないが，日数の延長に伴い非毛管水
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16)Tice, A.R, Burrous C.M. et.al : Determination of unfrozen water in frozen soil by pulsed 

























第 5 章 原位置試験による石灰安定処理の 
凍上抑制効果の検証 
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るものである。道路盛土は平成 3 年度から盛立て，試験施工時の盛土高さは約 3ｍで
ある。盛土材は近隣地域の工事から排出された建設発生土であり，含水比が  22～39%，
土質分類は粘質土（CL）～粘土質砂（SC）に分類される。また，この地域は 10 年確
率凍結指数で 780（℃・day），積雪は試験年度の実測で最大積雪深 78cm を観測して
いる。  
 試験ヤードは１区画  10m×10m とし，改良条件などを変化させて 5 区画で行った。
そのタイプ別の断面構成を図－5－1 に示す。本事例は舗装厚を 23cm（アスファルト
コンクリートによる表層処理は行っていない），置換え深さを 80cm と設定してため必







定処理層は仕上がり層厚 57cm を１層あたり約 30cm の二段階施工により行った。な
お，施工時期は９月中旬であり，凍結期までに 3 ヶ月程度の養生期間が見込まれた。 
 
5-3 測定内容と方法 





各測定器の埋設状況を図－5－2 と写真－5－2 に示す。外気温および土中温度は 60
分間隔の測定を自動計測で行っており，土中温度は地表面と凍上抑制層内の地表面下









気温は 12 月 4 日以降ほぼ連続して氷点下となり，2 月 3 日に最低平均気温－17.1℃を
記録している。また，翌 2 月 4 日には瞬間最低気温－25.8℃を記録した。凍結指数は，






















いる。GL－80 で地温，すなわち保温効果が大きかった順は，Ⅳ (7%)＞Ⅲ (5%)＞Ⅱ (0%)




























－5－4 にみられるようにほぼ収束しているのに対し，積算寒度は北海道では 3 月中旬






    
    
表－5－1 推定に用いた道路材料の熱定数 1) 
    
材料  熱伝導率  λ  
(W/m･K) 
熱容量  Ｃ  
(J/m 3 ･K) 
凍結潜熱  Ｌ  
(J/m 3 ) 
切込み砂利  1.396 1.863×10 6 46.9×10 6 
砂  1.356 1.951×10 6 82.9×10 6 
一般土  1.636 2.625×10 6 192.6×10 6 
    
    






 第 4 章でも述べたように凍上性の土に石灰を添加すると，凍上量は減少する。石灰
による安定処理は，毛管力や吸着水量を変化させ凍上を抑制するものと考えられる 3)。
また，凍上抑制効果の評価については，強度と同様に養生日数の長いものや最適添加
量 4) 以内の添加量であれば添加率が多いものほど改良効果を期待できる 5)。  












 原位置で計測された凍上量の経時変化を図－5－7 に示す。凍上は 12 月下旬から発
生し，すべてのタイプで 2 月中旬にはほぼ収束傾向を示している。凍上量はⅢ (5%)＞
Ⅱ (無添加 )＞Ⅳ (7%)＞Ⅴ (10%)＞Ⅰ (砂 )の順であり，室内試験と同様に添加率 5％で最
大の凍上量を記録した。しかし，安定処理土については添加量を増加させると凍上量
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第 6 章 農業用施設における凍上抑制工法とその効果 
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表－ 6－ 1 は畜舎施設を滞在強度によって分類した施設区分である。｢畜舎設計基






図－6－1 基礎断熱工法の模式図  
 115 
/(50m 2･年 )]，ⅡとⅢで 2，190[(人・時間 )/(50m 2・年 )]を規定している。これらはそ





表－6－1 畜舎関連施設の施設区分  
  











































調査地点 2 ミルクパーラー（搾乳舎）  
外観は一般建築物同様に外壁で覆われている。内部には作業者用の部屋
もあり，暖房器具も完備されている。（写真－6－2）  
写真－6－1 調査地点 1 畜舎  
写真－6－2 調査地点 2 ミルクパーラー内部  
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施設内の全面に 10cm 程度の敷き藁が常時敷かれている。（写真－6－4）  




調査地点  3 給飼舎 B 
上記の給飼舎 A と建築構成や使用目的は同様である。ただし，給飼舎 A
のように連続的な屋根が架けられていない独立した施設である。給飼舎 A










写真－6－4 調査地点 3 畜舎  
写真－6－5 調査地点 3 給飼舎 


































①調査地点 1 畜舎（施設区分Ⅰ）：観測期間 1997.11～1999.5 
上記の施設には，基礎部に図－6－2 に示した方法で，屋外部のみに断熱材を敷設し
た。なお，スカート断熱部の幅は，各地域区分と基礎の深さから定められ，同マニュ
アルを参考に D=60cm とした。また，本調査地では 97 年度（1997.11～1998.5）は常
時除雪をし，基礎部周辺の地表面を露出させ，98 年度（1998.11～1999.5）は自然積
雪状態で観測を行った。図－6－3 は，測定計器の埋設状況である。地中温度は，20cm








②調査地点 2 畜舎（施設区分Ⅰ）：観測期間 1997.11～1998.5 
③調査地点 2 ミルクパーラー（施設区分Ⅱ）：観測期間 1997.11～1998.5 
④調査地点 3 畜舎（施設区分Ⅰ）：観測期間 1998.12～1999.5 
⑤調査地点 3 給飼舎 A（施設区分Ⅰ）：観測期間 1998.12～1999.5 
⑥調査地点 3 給飼舎 B（施設区分Ⅰ）：観測期間 1998.12～1999.5 
調査地点 2 では，畜舎およびミルクパーラーで床スラブ直下の地中温度と室内温を
図－6－3 計測計器の埋設状況  
 121 
計測した。図－6－4 は調査地点 3 の見取り図であり，平面図には基礎部および床下で
温度を計測した箇所を記している。これらの施設は，壁構造や使用方法，立地条件な
どが異なるが，基礎構造や床下の断面構造は共通の施設である。図－6－5 は床下の断
面構造である。調査地点 3 の各施設に，図－6－6 に示すような配置で床スラブ（RC
構造）と砕石の間に断熱材を敷設した。また，同図に示したように基礎部に埋設した







図－6－4 調査施設の見取り図（調査地点 3）  
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図－6－8～10 は各調査地点の積算寒度である。調査地点 1 は過去 10 年間のこの地
域における AMeDAS データと比較するとやや暖冬の傾向にある。他の 2 地点につい
































































表－6－2 原地盤の土質性状  
 
 調査地点 1 調査地点 2 調査地点 3 
自然含水比  w n (%) 101.6 58.7 46.8 
現場乾燥密度  ρ d (g/cm 3 ) 0.682 0.949 1.130 
土粒子の密度  ρ s (g/cm 3 ) 2.423 2.767 2.601 
最適含水比  w op t (%) 48.2 39.3 38.2 
最大乾燥密度  ρ d (g/cm 3 ) 1.053 1.231 1.232 
塑性指数  I p 45.3 28.6 22.9 
細粒分含有率  (%) 63.3 74.4 49.7 
凍上率  (%) 40 %以上  40 %以上  40 %以上  
日本統一土質分類  V H 2 C H MH 
    
    
    
    
6-4-2 基礎断熱併用スカート断熱工法の効果 































































































































































































で覆われた施設でのみ期待できるものと考えられ，調査地点 3 の畜舎のように 1 方向
のみの壁では，室内温は外気温とほぼ等しい。したがって，畜舎の床下温度の上昇は，
敷き藁の断熱効果によるものと考えることができる。  
つぎに，図－6－17 は同一の建築構成で立地条件の異なる給飼舎 A と B の床下温度
の比較である。畜舎から連続的に屋根が架けられ，畜舎が風除けの役割を果たしてい














図－6－16 畜舎の室温を基準とした他施設の室温  


























































































































































第 7 章 結論 
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 本研究によって得られた結論は，以下の通りである。  
 




Vs2 に非凍上性材料が分布することが判った。また Vs1 と Vs2 で比べると，土粒子
の密度が小さい Vs2 に非凍上性の火山灰土が多くなる傾向が見られた。  
3)凍上性との関連で両指標を比較すると，自然含水比が簡易に凍上性を評価可能であ
り，自然含水比（ω n ）が 40％以下のものには，凍上性の火山灰土は存在しないこ
とが確認された。しかし，ω n が 40～80％の範囲には，凍上性と非凍上性が混在し
ていた。この点に関して，自然含水比と最適含水比（ω opt ）の関係より非凍上性は




4)本結果から，新たな火山灰土の凍上性判定法として，ω n とω n /ω opt の関係による
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